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『不易流行』
～ " コロナ下 " 後の日本の不動産市場で

変わるもの、変わらないもの～
2022 年 11 月

平山重雄（HIRAYAMA Shigeo)
s.hirayama@tmri.co.jp

概要

■海外で、コロナ禍に起因した社会経済状況（以下、コロナ下。）が終
息しつつある。日本人も日常生活では慎重姿勢を固持しているが、観
光やレジャー行動等の非日常活動は活発化している。他国と比べ特異
に慎重な状況は長くは続かず、日本でもコロナ下の終息が進むだろう。

■外国人観光客の新規入国制限の解除や日本人向け旅行支援などで、観
光需要の再興が進むだろう。しかし、混雑やマナー問題等のオーバー
ツーリズムの経験をふまえて、持続可能性、すなわち地域社会や観光
関連産業のキャパシティをふまえて観光客の質と量（属性と人数）を
適正な程度に誘導すべきである。混雑やマナー問題等をコストとし、
観光収入を中心とするベネフィットと対比した、コスト / ベネフィッ
トの思考を観光政策に採り入れるべきだ。

■ JR 東日本の鉄道運輸収入の見通しを援用すると、在宅勤務の普及な
どで東京の通勤者の減少率は 2 割近いと想定され、これに相当するオ
フィスワーカーの減少が生じる可能性がある。伴って、オフィスビル
の総需要が縮小するとともに飲食店や小売店の経営が困難となり、オ
フィスビルを核とする業種生態系が崩れて、機能と面積が縮むオフィ
ス街が発生するだろう。このオフィス街としての " 限界街区 " は、住
宅系用途と近隣用店舗や、ロジスティクス系用途（貸倉庫、配送拠点）
に変化していくだろう。いわゆる S クラスビル等についても、総需要
の減少とテナントの小規模化の影響は避けられず、小割区画化を拡げ
るか、大規模フロアとしての優位性を堅持するかという、ビルの存在
意義にも関わるジレンマが生じるだろう。

■米国で通勤時間の長い都市ほどオフィス回帰率が低い状況があり、通
勤による無駄がオフィス出社を阻む理由の一つとみられる。出社のベ
ネフィット、コストとリスクを列記し比較すると、トラブル対応や新
事業開発など非平常時の業務や創発・共創文化の組織などでは、純ベ
ネフィットが大きく出社する意義は大きい。一方、ルーティン業務を
主に行う組織などでは、純ベネフィットが小さいまたはマイナスとみ
られ、在宅を含めワークプレイスの分散化の意義が大きい。

■データセンターと物流施設は今後も需要拡大が見込まれるが、電力や
人材の確保等の供給制約を如何にクリアするかが課題である。
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1. " コロナ下 " の終息 

1.1 海外で、感染終息
1

に向けた
動き 

バイデン米大統領は 2022 年
9 月 18 日に放送された CBS の
番組「60 Minutes」のインタ
ビ ュ ー

2

で、「（ 新 型 コ ロ ナ の ）
パンデミックは終わった。まだ
問題は残っていて対応は続いて
いるが、それにしても、パンデ
ミックは終わったのだ」と述べ、
感染終息への認識を示した。

米 国 で は、 こ れ に 先 立 つ
2022 年 4 月 18 日、運輸保安
局（TSA）が公共交通機関での
マスク着用義務の撤廃を発表。
全米でワクチン接種やマスク着
用義務の撤廃が進むなか、市内
民間企業等に対する義務化を継
続していたニューヨーク市も
2022 年 11 月 1 日に撤廃した。
これらを受けて、マンハッタン
の民間企業でもワクチン接種や
マスク着用の義務化撤廃が進ん
でいるという。

また、WHO（世界保健機関）
の テ ド ロ ス 事 務 局 長 は 2022
年 9 月 14 日のメディア向けブ
リーフィング

3

で、新型コロナ
による死亡者報告数が 1 週あた

1　新型コロナウイルスについて、感染ゼ

ロという意味での終息は極めて困難と

いうのが、ゼロコロナ政策を執る中国

以外での世界的な共通認識と考えられ

る。本稿では、数か月繰り返す with コ

ロナサイクルとしての収束拡大と区別

するため、パンデミック（世界的大流

行）の終息という意味で「終息」の表

記を用いる。

2　https://www.cbsnews.com/news/

biden-covid-pandemic-over/

3　https://www.who.int/news-room/

speeches/item/who-director-general-

s-opening-remarks-at-the-media-

briefing--14-september-2022

りで最少になったことにふれ、
「（パンデミックの）終息は目の
前にある。この機会をとらえて
終息に向かわせないといけな
い」として、ゴールに向けた姿
勢を示した。

他にも、欧州をはじめ先進
国の多くで規制解除が進んでお
り、コロナ下の社会状況は過去
のものとなりつつある。

1.2	日常生活で慎重な日本人

日本でもオミクロン株への入
れ替わりとおそらくはワクチン
接種の普及に伴って、新型コロ
ナの累積死亡率が 0.21％

4

[ 図表
1] で、インフルエンザと同等
水準

5

に低下している。

にもかかわらず、マスクの
着用率は諸外国と比べて非常
に高いままで [ 図表 2]、感染
対策に慎重な様子がうかがえ
る。インターネットサービスの
BIGLOBE の調査

6

では、マスク
着用の政府方針が緩和されても
公共交通機関（駅構内を含む）
でマスクを外す人は 5.7％に止

4　 厚 生 労 働 省 サ イ ト（https://covid19.

mhlw.go.jp/）の陽性者数（累積）と死

亡者数（累積）から算出。最新データ

は 2022 年 10 月 26 日時点

5　新型コロナのオミクロン株流行期の致

死率は 60 歳未満 0.01％、60 歳以上

1.99％（出所：厚生労働省「第 90 回 

新型コロナウイルス感染症対策アドバ

イザリーボード 資料 6」2022 年 7 月

13 日）。同じ資料で、季節性インフル

エンザの致死率は 60 歳未満 0.01％、

60 歳以上 0.55％（致死率の定義は、

季節性インフルエンザと診断または抗

インフル薬を処方された患者のうち 28

日以内に死亡した割合）

6　ビッグローブ株式会社「コロナが収束

した後の行動に関する意識調査」2022

年 7 月 13 日発表

まり、感染収束
7

後でも 43.9％
がマスクを着用すると回答して
いる。最多の理由は、収束後で
も新型コロナ感染が心配だから

（63.3％。複数回答）だという。

1.3 観光やレジャー活動は回復へ

日常では慎重姿勢を固持しつ
つ、他方、観光やレジャー関連
の活動は活発化している。日本
人の旅行宿泊者数が急増してお
り、直近の 2022 年 7 月はコロ
ナ後（2020 年と 2021 年）の
同月を上回ったのはもちろん、
コロナ前の 2019 年 7 月に 185
万人差（-4.5%）と迫り、2018
年 7 月 と の 比 較 で 110 万 人

（2.9％）上回った [ 図表 3]。

宿泊業の月次売上高 [ 図表 4]
は 2022 年 4 月～ 6 月平均で前
年同期比 61.4％増の 4,244 億
円に増え、劇場や映画館、スポー

7　出所の表記のまま記載

図表 1 新型コロナの累積死亡率は
0.21％に低下

データ出所：厚生労働省のサイト（https://
covid19.mhlw.go.jp/）
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図表 2 日本のマスク着用率は世界的
にみて高く、95％前後で推移

データ出所：The University of Maryland 
Social Data Science Center

「The Global COVID-19 
Trends and Impact Survey」
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2. 観光における持続可能性

2.1	再興する観光需要

2022 年 9 月 26 日に日本政
府から「水際対策強化に係る新
たな措置（34）」が発表され、
10 月 11 日以降の外国人の新規
入国について入国制限が解除さ
れたほか、ビザの免除措置の再
開などの規制解除が行われた

10

。
結果、インバウンド観光客が増
加に転じる公算が大きい。国内
向けには県民割の拡大版である

「全国旅行支援」が 10 月 11 日
から始まり、日本人の国内旅行
需要が更に拡大するだろう。

ただし、2019 年にインバウ
ンド客の 3 割、959 万人

11

を占
めていた中国 [ 図表 7] はゼロ
コロナ政策の下、出国規制を敷
いていて、訪日客が増加する蓋
然性が小さい。医療資源の脆弱
さがゼロコロナ政策の根本的な
背景という中国事情の専門家の
指摘

12

に鑑みると、ゼロコロナ
政策には政治パフォーマンス以
上の意味があり、その解除は容
易ではないであろう。

10　https://www.mofa.go.jp/mofaj/ca/

fna/page22_003381.html

11　日本政府観光局（JNTO）「2019 年 訪

日外客数（総数）」

12　（一社）中国問題グローバル研究所所

長 遠藤誉著「中国はなぜゼロコロナ

を堅持するのか　解除したら医療崩壊

し 膨 大 な 死 者 を 招 く 」（https://grici.

or.jp/3624）

ツ施設などの娯楽業も同 8.5％
増の 2 兆 6,988 億円となった。
10 人以上の不特定多数の集ま
りへの参加率は、英国などが概
ね横ばいであったのに対して日
本は上昇傾向

8

であった [ 図表
5]。

飲食店の売上高は、2022 年
4 月～ 6 月平均が前年同期比で
30.7％増加しているが、コロナ
前（2019 年 4 月～ 6 月平均）
と比べると減少率は 28.4％で
相対的に大きく、他のサービス
業種と比べて回復が遅い。パブ
や居酒屋など、都市部や人口集
積地に立地し酒類提供が売上高
の多くを占める業態で減少幅が
大きい [ 図表 6] ことが影響

9

し
たとみられる。ファストフード
やファミリーレストランなどは
売上高が回復している。

このように、日常と非日常の
行動の違い、伴って、業種業態
での差はありつつも、傾向とし
て需要が戻り業況が回復してき
ている。世界の動向に追随して、
これからもコロナ下という状況
の終息が進んでいくだろう。日
本だけが特別に慎重で自主規制
が根深い状況は、長くは続かな
いと考える。

8　 日 本 で 感 染 第 6 波 の 終 盤 に あ た る

2022 年 5 月から 6 月に行われた調査

のため、上昇方向のバイアスが掛かっ

ている可能性がある。

9　後述、「3.1（2）縮むオフィス街」と関

連

データ出所：観光庁「宿泊旅行統計調査」

図表 3 日本人の旅行宿泊者数が急回復
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図表 4 宿泊業や娯楽業で月次売上高
がコロナ前に近付く

データ出所：総務省統計局「サービス産
業動向調査」
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図表 6 パブや居酒屋など酒類提供業
態を中心に、飲食店は苦戦

データ出所：（一社）日本フードサービス
協会「JF 外食産業市場動向
調査」。都市未来総合研究所
が指数化と店舗数の変動調
整を行った。
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過去 24 時間以内に 10 人以
上の不特定多数が集まるイ
ベントに参加した人の割合
を Facebook を利用して調
査したもの

図表 5 大人数イベントへの参加積極化
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図表 7 インバウンドの 3 割が中国客
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2.2	 インバウンド再興のコスト
とベネフィット

コロナ禍前のインバウンド・
ブームで賑わいの増加や観光増
収などベネフィットが増大した
反面、急増した観光客による混
雑やそのマナーの悪さなどが問
題となった。いわゆるオーバー
ツーリズムや観光公害である。

例えば京都では、観光客の混
雑とマナーの悪さが目立ち [ 図
表 8]、複数回京都を訪れてい
る日本人京都リピーターの約 6
割で来訪頻度が減った [ 図表 9]
という。京都に行かなくなった
理由の第一位は「外国人観光客
が多く、ゆっくり観光できない」
というものであった [ 図表 10]。

有名観光地の観光客のうち外
国人の割合は、2019 年の実績
で 17％程度である [ 図表 11]。
見方によっては、観光客の約
17％に過ぎない外国人観光客
の更に一部の問題行動によっ
て、大多数である約 83％の日
本人客のうち固定客でもあるリ
ピーターの客足が削がれる結果
になっている。

訪日客数が圧倒的に多い中
国や、国・地域の中で消費単
価 が 最 少（2019 年 の 実 績 は
68,610 円）の韓国など、混雑
と観光収入等のコスト対ベネ
フィットが見合わない懸念もあ
る [ 図表 12]。また、中国人観
光客の爆買いは、2015 年の流
行語大賞に選出

13

されるなど一
時は収益機会として注目された
が、既に落ち着いている [ 図表
13]。

13　2015 年の春節を中心に、訪日した中

国人観光客による大量・多額の買物が

話題となり、同年の「ユーキャン新語・

流行語大賞」に「爆買い」が選ばれた。

オーバーツーリズムは観光
客だけでなく、地域住民と観光
関係者の身近で深刻な問題でも
ある。コロナ禍で観光客が減っ
たことから静かな生活環境が
戻ったとする人は地域住民、観
光関係者ともに割合で最多 [ 図
表 14] だ。しかし、賑わいが失
われ寂しくなったとする割合も
同程度で拮抗しており、収入減
少や仕事に支障があるとする割
合は観光関係者で約 4 割を占め
る。

地域住民と観光関係者にとっ
て望ましい観光客数とは、イ
ンバウンドのピーク時だった

「2019 年より少なく、街が賑
わう程度」という意見が強い [ 図
表 15]。宿泊需要が急回復する
公算であるのに対して、旅館・
ホテル業の人出不足感が急激に
高まっており、サービス面で供
給制約が生じる懸念もある [ 図
表 16]。

図表 12 訪日客数の多さと消費単価の
高さは無関係
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下図で拡大表示

データ出所：日本政府観光局「2019 年訪
日外客数」、観光庁「訪日外
国人消費動向調査 2019 年」
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データ出所：京都市産業観光局「京都観
光総合調査 令和元年（2019
年 1 月～ 12 月」、同「観光
客の動向等に係る調査 令和
3（2021）年 1 月～ 12 月」

図表 8 コロナ禍前の京都観光の問題点
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料金が高い（拝観料や駐車料金など）

交通状況（渋滞、駐車場が少ないなど）

飲食店（待ち時間、閉店時間など）

寺院・神社、名所・旧跡（修復中など）

トイレ（汚い、少ないなど）

公共交通機関（案内表示が不十分など）

観光客のマナーが悪い

人が多い、混雑

日本人観光客からみた京都観光の残念な点

2019年
2021年

図表 9 2019 年度の調査で、京都訪問
経験者の約 6 割で頻度が減少

データ出所：京都市「平成元年度 京都市
訪問意向調査」

減った
59.4%増えたり

減ったり
17.5%

変わらない
19.0%

増えた4.1% 京都への訪問頻度

5.7%

9.6%

12.3%

23.6%

36.8%

0% 10% 20% 30% 40%
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他の観光地に行くようになった

外国人観光客が多く、ゆっくり観光
できないイメージがある

訪問頻度の減少理由

図表 10 訪問頻度が減少した最多の理
由は外国人観光客による混雑

データ出所：京都市「平成元年度 京都市
訪問意向調査」
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16.6％ 4.6％
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データ出所：京都市産業観光局「京都観
光総合調査 令和元年（2019
年 1 月～ 12 月」、北海道経
済部観光局「北海道観光入
込客数調査報告書 令和元年
度（2019 年度）」、千葉県商
工労働部観光企画課「令和
元年 千葉県観光入込調査報
告書」

図表 11 主な観光地で外国人観光客の
割合は約 17％
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2.3	持続可能な観光～観光政策
にコスト / ベネフィットの
思考を

入国緩和に加えて円安の追い
風があり、外国人観光客の訪日
は自ずと増加するだろう。その
なかにあって、これからの観光
政策はオーバーツーリズムの経
験をふまえて、闇雲なインバウ
ンド偏重ではなく、持続可能性、
すなわち地域社会や観光関連産
業のキャパシティをふまえて観
光客の質と量（属性と人数）を
適正な程度に誘導する方策が必
要だ。

具体的には、訪日プロモー
ションを推進する国・地域とそ
うでない国・地域の峻別、日本
人向けの観光支援策とインバウ
ンド誘致策のバランス、違法民
泊や違法有償輸送業務（白タ
ク）の取り締まり強化、重要施
設や史跡、文化財などの周辺の
警備強化、観光目的で入国した
不法残留者

14

を含む不法滞在者
の強制送還の厳格運用などが基
本的な方策として考えられる。
集中と選択の方針策定において
は、混雑やマナー問題等のコス
トに観光収入を中心とするベネ
フィットが見合うかが一つの判
断基準となるだろう。インバウ
ンドの訪日客数を KPI

15

とするの
ではなく、訪日消費額（訪日客
数×旅行消費単価）に、混雑
やマナー問題等の受入れコスト
を定量化して加味した指標など

14　法務省「本邦における不法残留者数に

ついて（令和 3 年 1 月 1 日現在）」に

よると、2021 年 1 月 1 日現在の不法

残留者総数 82,868 名のうち 60.4％に

あたる 50,092 名が観光目的等の短期

滞在で入国した者である。

15　Key Performance Indicator の頭文字。

重要業績評価指標のこと

を KPI と考えてはどうか。

インバウンドを一定程度抑制
することで需要が不足する可能
性に対しては、円安効果もふま
えて、米欧豪など前述の KPI に
寄与すると考えられる国・地域
へのプロモーション強化と言語
対応した案内掲出の拡充、ガイ
ド提供を含む付加的給付等で、
旅行日数と消費額を増加させる
需要喚起を図ることが考えられ
る。加えて、主な観光地の入込
客数の 8 割強を占め固定客化も
見込みやすい日本人観光客を、
中心的な誘客対象とすべきと考
える。方策を大小取り混ぜて記
載するならば、GoTo トラベル
事業や全国旅行割・県民割の期
間拡充、夏・年末年始とゴール
デンウイークに集中する長期休
暇の制度的分散化、ふるさと納
税での返礼に別途旅行枠を設定
することなどが考えられる。

図表 13 中国、ベトナムなど訪日の消
費単価が低下した国は多い

データ出所：観光庁「訪日外国人消費動
向調査」
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静かな生活環境を取り戻した

観光客が減ったことによる生活の変化

観光非関係者 観光関係者

図表 14 観光客の減少で静かな生活環
境は戻ったが支障も

データ出所：立教大学観光学部准教授 西
川 亮著「オーバーツーリズ
ム観光地における新型コロ
ナウイルス流行後の住民の
観光に対する意識に関する
研究―観光との接点を有す
る住民を対象として―」日
本観光研究学会機関誌 [ 観光
研究 ] 2021. 3/ Vol. 32/No.2
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その他

緊急事態宣言中のような状況

緊急事態宣言解除後の県外移動自粛

2019年より少なく、街が賑わう程度

2019年程度の観光客数への回復

2019年以上の観光客数への回復

望ましい観光客数

観光非関係者 観光関係者

図 表 15 イ ン バ ウ ン ド の ピ ー ク 時
（2019 年）より少なく、街が

賑わう程度の観光客数が適当

データ出所：図表 14 の出所と同じ
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図表 16 旅館・ホテル業の約 6 割で人
手不足感

データ出所：株式会社帝国データバンク
「＜速報＞人手不足に対する

企業の動向調査（2022 年 9 
月）」2022 年 10 月 21 日
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3. ハードウェアとしてのオ
フィスの行方

3.1JR 東日本が見込む「鉄道運
輸収入約 2 割減」

東 京 都 に 通 勤・ 通 学 す る
人のうち鉄道利用者の割合は
60.1％

16

であり、鉄道が最も一
般的な通勤手段である。JR 東
日本の決算説明会資料

17

の公表
値で計算すると、2022 年 3 月
期の同社の関東圏在来線の鉄道
運輸収入（定期・定期外の合計）
は、コロナ禍前の 2019 年 3 月
期と比べて 31.8％減少した。

今後の見通しが同社の 2022
年 3 月期決算説明会の解説付資
料

18

に記載されており、概要は
以下のとおりである。

・2022 年度の鉄道運輸収入の
うち、定期収入がコロナ禍前
の約 75％、2023 年度は定期
収入がコロナ禍前 80％程度
まで回復

・テレワーク等の進展で定期か
ら定期外への入れ替わりを見
込んで、関東圏在来線の定期
外収入は 2022 年度がコロナ
禍前の約 95％。2023 年度は
ほぼコロナ禍前と同水準

16　総務省統計局「平成 22 年国勢調査 従

業地・通学地による人口・産業等集計

（人口の男女，年齢，就業者の産業（大

分類）) －利用交通手段別 15 歳以上自

宅外就業者・通学者の割合－」で利用

交通手段が 1 種類または 2 種類のうち

内訳に鉄道・電車を含む割合

17　東日本旅客鉄道株式会社「2019 年

3 月期 決算説明会」2019 年 4 月 26

日、同「2022 年 3 月期 決算説明会」

2022 年 4 月 28 日

18　東日本旅客鉄道株式会社「2022 年 3

月期決算説明会解説付資料」

また、同社の 2 か年の決算
説明会資料で計算すると、関東
圏在来線の鉄道運輸収入（定
期と定期外の合計。2023 年 3
月期計画値）は、コロナ禍前

（2019 年 3 月期）の実績値に
対して、18.3％減少すると見込
まれている [ 図表 17]。定期収
入が 26.3％減、定期外収入が
13.2％減である。

3.2 縮むオフィス街

コロナ禍前後の増減につい
て、鉄道運輸収入の減少率が
通勤者数の減少

19

率と同程度で、
同じく同程度に東京のオフィ
スワーカー数が減少

20

すると仮
定すると、東京のオフィスワー
カー数は、JR 東日本見込みの、
約 2 割減少する想定となる。

なお、東京都での就業者のう
ち、販売従事者やサービス職業
従事者などオフィスワーカー以
外の職種の割合が 42.7％

21

ある。

19　JR 東日本の関東圏在来線の運輸収入

の減少率は、鉄道を利用する東京通勤

者数の減少率と近似すると仮定

20　鉄道を利用する東京通勤者数の減少率

は、東京のオフィスワーカー数の減少

率と近似すると仮定

21　総務省統計局「令和２年国勢調査「従

業地・通学地による人口・就業状態等

集計」第 12 表の「男女，従業上の地

これらの多くは、在宅勤務でな
く、コロナ禍前後で通勤状況が
変わりない可能性がある。であ
れば東京通勤者の減少の内訳は
オフィスワーカーの比重が大き
くなり、オフィスワーカーの減
少率が 2 割を上回ることが考え
られる。ただ、仮定を重ねるこ
とになるので、本稿はこのこと
を考慮しない。

オフィスワーカー数が約 2
割減少すると、まずは各オフィ
ス内で固定デスクの稼働率が
低下

22

する。その後、フリーア
ドレス制の導入などによってデ
スク稼働率の適正化が図られる
と、結果としてオフィス面積の
一部が余剰化することになる。
その後の対応とオフィス需要へ
の影響は以下の 4 パターンが考
えられる。それぞれの割合と蓋
然性については論じないが、オ
フィス需要が縮小しないのは、
不作為の④と、企業の文化に
よっては稼働しないリスクがあ
る③で、①②の場合は縮小する。

①オフィスの縮小移転や部分返
却を行って床の余剰を解消す
ると、オフィス需要は縮小方
向となる。

②余剰床に関連会社等を入居さ
せる場合も、関連会社の旧オ
フィスが空室化するので、同

位，職業（大分類），常住地又は従業地・

通学地別就業者数（15 歳以上）－全国，

都道府県，市区町村：総数（男女）」で

東京特別区を従業地とする就業者のう

ち、オフィスワーカーに該当すると考

えられる管理的職業従事者と専門的・

技術的職業従事者、事務従事者を除い

た職業の割合

22　業種や企業、職種ごとで出社率（＝ 1

－オフィスワーカーの減少率）に差違

があると考えられるが、ここでは平均

化して論じる。

図表 17 JR 東日本の関東圏在来線の
収入はコロナ禍前比 18.3％減

データ出所：東日本旅客鉄道株式会社
「2019 年 3 月期 決算説明会」

2019 年 4 月 26 日、同「2022
年 3 月期 決算説明会」2022
年 4 月 28 日
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じくオフィス需要は縮小方向
となる。

③余剰床にコミュニケ―ショ
ン・スペースやミーティング・
ルームなどの共用設備や個室
ブースなどの新規用途を導入
する場合、オフィス需要は維
持される。

④そのまま固定デスク制を維持
する場合も、" 社内空室率 "
は高くなるものの、オフィス
需要は維持される。

在宅勤務等と出社勤務を併
用するハイブリッドワークが普
及・定着することで、企業 1 社
あたりの所要オフィス面積は減
少する方向となる。ハイブリッ
ドワーク化が進んだアメリカで
は、景気悪化の蓋然性が高まっ
ていることもあって、賃貸オ
フィスビルの余剰面積はコロ
ナ禍前の 2 倍に増加したとさ
れる。2022 年 11 月 5 日付の
CNBC

23

によると、概況は以下の
とおりである。

・余剰となっている賃貸用不動
産は、アマゾン HQ2 のタワー
8 棟分（652 万坪）にほぼ匹
敵し、コロナ禍前の総量の約
2 倍

・医療オフィスや研究オフィス
など利用度の高い賃貸オフィ
スビル以外では、ほとんどの
貸主が、空きスペースの買手
や借手を見つけることができ
ない状況

・自社オフィスビルを所有する

23　エリック・ローゼンバウム氏の記名

記事「企業はまだオフィススペースが

多すぎるし、それを売ることもできな

い Companies still have way too much 

office space, and they can’ t sell it」商

業用不動産情報・分析会社 CoStar の市

場分析担当シニアディレクターへの取

材記事

企業は、価格がさらに悪化す
る可能性があることを知りつ
つも、売却に踏み切れず、現
在の市況から抜けるのを待っ
ている。

さて、オフィスワーカー数の
減少はランチや会食、間食が主
な収入源の飲食店やコンビニエ
ンスストア等の小売店など、オ
フィスワーカーで成り立ってい
るオフィス街での業種生態系に
も影響するだろう。

飲食店の損益分岐点比率は、
業態でやや違いがあるが、80％
～ 90％程度がほとんど

24

である。
すなわち、売上高が 2 割減少す
れば平均的な飲食店は利益が出
なくなる。同じく、飲食料品主
体のコンビニエンスストアの損
益分岐点比率は 96.9％で、こ
ちらは売上高が 3.2％減少すれ
ば利益が出ない。

オフィスワーカー数の約 2 割
減少によって、仮にオフィス街
の全ての飲食店と小売店で売上
高が 2 割減少するならば、利益
が出る店舗が皆無となって、店
舗が全て消滅する事態に繋がり
かねない。現実的には、店舗間
や業態間の競争によって残る店
舗と淘汰される店舗に分かれる
と考えられるが、需要のパイが
2 割縮小するならば、最も楽観
的

25

にみても 2 割の店舗で営業

24　高い方から、焼き肉店 94.3％、ラー

メ ン 店 87.8 ％、 そ ば・ う ど ん 店

87.3％、中華料理店 86.2％、専門料理

店を除く食堂・レストラン 81.3％、酒

場・ビヤホール 79.2％など。出所は株

式会社 TKC「『TKC 経営指標』速報版

（宿泊業，飲食サービス業）」（2022 年

5 月決算～ 2022 年 7 月決算企業のう

ち黒字企業が対象）

25　8 割の店舗は売上高が減少せず、2 割

の店舗の売上高がゼロになる場合など

継続が難しくなるだろう。

このようにして、オフィスが
規模を縮小し店舗が減少するこ
とで、機能と面積において、オ
フィス街が縮む可能性がある。

3.3 オフィス街の限界街区

「限界集落」という言葉があ
る。「65 歳以上の高齢者が集落
人口の半数を超え，冠婚葬祭を
はじめ田役，道役などの社会的
共同生活の維持が困難な状態に
置かれている集落」

26

をいう概念
で、最近ならさしづめ「消滅可
能性都市」

27

が、意味や対象は違
えど、同様な危機感に基づく指
摘であろう。

大都市のオフィス街について
も、前述した需要縮小によって
オフィスビルを核とした業種生
態系が維持困難となる、オフィ
ス街としての " 限界街区 " が生
じる可能性がある。

いままでも、オフィスビル
の集積地区で、交通条件の劣後
や建物の老朽化などからオフィ
ス需要が減退し、分譲マンショ
ンなどに建て替えが進んで、住
居系が中心の地区に変化した事
例は数多くあった。最近も、比
較的市場競争力があるとされる
J-REIT が保有するオフィスビル
で、賃料が近隣の賃貸マンショ

26　長野大学環境ツーリズム学部教授 大

野晃著『限界集落と地域再生』全国 12

新聞社・関連出版社の共同企画（2008

年）

27　増田寛也元総務相など民間有識者に

よる日本創成会議が 2014 年 5 月に提

唱。少子化や人口移動に歯止めがかか

らず将来に消滅する可能性がある自治

体を指す。20 ～ 39 歳の女性の数が、

2010 年から 40 年にかけて 5 割以下

に減る 896 の自治体を消滅可能性都市

とした。
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ンの家賃を下回るケース
28

が出
ている。

限界街区内では、賃貸オフィ
スは最有効使用ではない蓋然性
が高い。建物の状態や所有者の
相続、財務状況などに起因して
売却や建替え、コンバージョン
などを実施するときには、オ
フィス以外で成立可能な他の用
途に置き換わるだろう。結果と
して限界街区は、住宅系用途と
近隣用店舗や、ロジスティクス
系用途（貸倉庫、配送拠点）に
変化していくだろう。地区の状
況によっては、用途混在とな
ることが少なくないと考えられ
る。

3.4 S クラスビルのジレンマ～
小割化という禁じ手

オフィスの賃借面積を減らし
つつ、好立地の、ステイタスに
優れた賃料単価の高いオフィス
ビルに移転する動きが、多くの
実施事例で報じられている。有
名アドレスの大規模ビルに入居
することで、テナントは企業イ
メージの格上げを期待する。面
積を縮小して入居すればオフィ
スコストの増加を抑えることが
可能という合理性もあり、今後
のオフィス見直しに伴って更に
拡がると思われる。

いわゆる S クラスや A クラ
スのビルは、好立地・高機能・
大規模フロアの優位性でリー
シングの差別化を図ってきた
が、上級指向の差別化でテナン

28　都市未来総合研究所「不動産マーケッ

ト レ ポ ー ト 2022 年 8 月 号　 オ フ ィ

ス市況の不透明感強まる中、マンショ

ン家賃との逆転現象が一部の地区で発

生。住宅へのコンバージョンが選択

肢 に 」（http://www.tmri.co.jp/report_

market/pdf/market_report2208.pdf）

トの面積縮小や総需要の減少と
いう流れに抗うことは難しい。
総需要が減るなかで、既存テナ
ントの移転や一部返却に対する
防衛

29

と併せて、小割区画対応
を行って、比較的規模の小さい
企業を誘致することもリーシン
グ方策の一つとなる。WeWork
などのフレキシブルオフィス業
態への賃貸拡大や、ビルオー
ナー自らが新業態としてフレキ
シブルオフィス事業を展開する
ことも、オフィス面積の縮小や
オフィス利用に流動性と即応性
を求めるエンドテナント対応と
して有効だろう。

だが小割区画化は、S クラス
ビルの優位性の一つである大規
模フロアの使い勝手の良さを、
自ら否定することに繋がる。テ
ナント数の増加とテナント属性
の多様化で、ビルステイタスが
低下する懸念もあり、大規模
に実施することは禁じ手でもあ
る。賃料単価を割高に設定でき
るなど経済効率で勝り、一部の
テナントニーズにも合致した小
割化を採るか、採らずに管理コ
ストの増加とビルステイタスの
低下リスクを避けるか、ビルの
存在意義にも関わるジレンマで
ある。

29　新規供給の増加と総需要の減少が重な

る状況下では、賃貸収入の減少に繋が

る蓋然性が高い。

4. ヒューマンウェアとして
のオフィスの行方

4.1 �働き方改革とオフィス

企業が在宅勤務を導入する
際に想定した効果に、新型コロ
ナ感染防止のほかに、通勤時間
の削減や勤務時間帯の柔軟化な
ど、いわゆる働き方改革に関わ
るものがあった。最初の緊急事
態宣言が出された 2020 年 4 月
頃は働き方改革が経営課題の一
つとされており、当時、（一社）
日本経済団体連合会が主唱し
た「働き方改革アクションプラ
ン」

30

の「Society 5.0 時代の働き
方事例集」

31

は、事例 16 社のう
ち過半数の 9 社を「柔軟な働き
方」の分類で紹介している。

企業が在宅勤務やハイブリッ
ドワークを導入することは、働
き方改革を推進し、同時に、余
剰化したオフィス床を返却また
は売却することで財務上の効果
が得られる、一石二鳥

32

の妙手
である。

4.2 �忌避されるのは、出社か、
通勤か

出社してデスクワークを行
う以外に選択肢がなかったコロ
ナ禍前とは一変して、多くの企
業や職種で在宅勤務が可能とな
り、出社する以上に生産性が高

30　2020 年度末をもってアクションプラ

ンの募集・更新は終了した。

31　2019 年 12 月 12 日 公 表。2020 年

11 月 17 日増補

32　筆者著「自社用オフィスの売却が大幅

増。背景には働き方改革と財務改善～

法人による 2021 年の国内不動産の売

買取引の動向～」みずほ信託銀行発行

「不動産トピックス」2022 年 3 月号

（http://www.tmri.co.jp/report_topics/

pdf/2203.pdf）
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いとする調査結果
33

が複数ある
など、在宅勤務の利点が一般に
知られるところとなった。

在宅勤務の良さを実感した
オフィスワーカーはオフィス出
社を避けたがり、労働需給が日
本以上にひっ迫している米国で
は、オフィスに回帰せよとする
企業の指示に対する従業員の
抵抗が幾度となく報道されてい
る。また、高度人材を確保する
ために、在宅勤務をはじめフレ
キシブルな勤務制度を拡充する
企業は、日本でもみられる。

オフィス回帰が避けられる理
由について、米国で通勤時間が
長い都市ほどオフィス回帰率が
低い [ 図表 18] という調査結果
があり、通勤による時間の無駄
や混雑のストレスが主な理由の
一つとして挙げられるだろう。
なお、オフィス回帰との関係を
示す調査結果はみあたらなかっ
たが、日本でも、通勤時間の長
さとテレワークの実施率には正
の相関がある [ 図表 19]。

33　（公財）日本生産性本部「第 11 回 働

く人の意識調査」（2022 年 10 月 28 日）

で、60.8％が自宅での勤務で効率が上

がった / やや上がったと回答、など生

産性が上昇したとする調査結果が複数

ある。一方、生産性が低下したとする

調査結果も複数あり、調査主体によっ

て調査対象や調査方法、解釈などに起

因する違いが大きいとみられる。

平
均
通
勤
時
間
（
分
）

パンデミック前と比べたオフィス回帰率（％）

図表 18 米国では長時間通勤の都市ほ
どオフィス回帰率が低い

データ出所：NAREIT（全米不動産投資信
託協会）「地理的条件と通
勤時間が在宅勤務に与える
影響 How Geography and 
Commute Times Affect Work 
from Home」

原資料の出所：アメリカ合衆国国勢調査
局「2019 年米国合衆国国勢
調査」（地下鉄利用の平均通
勤時間）、Google「Google 
COVID-19 地域間移動報告書 
2022 年 5 月 16 日の週平均」
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都道府県別にみた通勤時間と就業者のテレワーク実施率

図表 19 通勤時間の長い都道府県ほど
テレワーク実施率が高い

データ出所：総務省「令和３年通信利用
動向調査」、国土交通省「平
成 30 年住宅・土地統計調査 
住宅及び世帯に関する基本
集計 全国・都道府県・市区
町村」

4.3 出社のベネフィット、コス
トとリスク

（1）出社のベネフィット

筆 者 が 考 え る 出 社 の ベ ネ
フィットは以下の 7 点である。
①から④は、特別な業務や固有
の文化など個別性が前提と考え
られる。⑤から⑦は多くの組織
で該当すると思われるが、本質
的に組織に必要かは疑問で、本
末転倒の感がある。

①非平常時のオフィスワーク
（トラブル対応、新事業や新
プロジェクト起動など）の円
滑さ

②「ワイガヤ」
34

や「セレンディ
ピティ

35

（偶然の出会いによる
コラボレーション）」など創
発・共創の文化がある組織で
の、創発・共創効果

③コミュニケーションの風土が
ある組織での、コミュニケー
ションの効果や機能の向上

④徒弟制度文化の組織での、ま
たは業務運営が属人化した業
務での、人材育成

⑤独り暮らし等の従業員の孤独
感の軽減

34　「「ワイガヤ」とは、「夢」や「仕事の

あるべき姿」などについて、年齢や職

位にとらわれずワイワイガヤガヤと腹

を割って議論する Honda 独自の文化

です。合意形成を図るための妥協・調

整の場ではなく、新しい価値やコンセ

プトを創りだす場として、本気で本音

で徹底的に意見をぶつけ合う。」出所：

https://www.honda-recruit.jp/about/

hondaism.html

35　serendipity。別のものを探している

ときに、偶然に素晴らしい幸運に巡り

合ったり、素晴らしいものを発見した

りすることのできる、その人の持つ才

能（英辞郎 on the WEB：https://eow.

alc.co.jp/search?q=serendipity）
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⑥管理部門による、管理のしや
すさ

⑦出社による組織や仕事への帰
属感、貢献感

（2）出社のコストとリスク

同じく、出社のコストとリス
クは以下の 5 点と考える。

①通勤時間の無駄
②通勤にかかるストレス
③通勤途上での、人的集中と

滞留によるリスク曝露の増加
（地震等の被災、テロ、感染
症などに対して）

④オフィス内での、人的集中と
滞留によるリスク曝露の増加

（同上）
⑤他人がいて、集中業務に不向

きな環境

オフィスワーカーの場合、通
勤時の公共交通機関とオフィ
スビルでの滞在時間は、合計
で 10 時間以上に及ぶことが少
なくない。1 日のうち 10 時間
ほどを、地震等の自然災害に対
して脆弱で、テロや騒乱のター
ゲットとされやすい都心部に集
合して滞留することのリスクを
どの程度リアリティをもって評
価するか。地震が頻発し、ミサ
イルが日本の排他的経済水域に
着弾し、あるいは国土上空を飛
び越えるいま、そして在宅勤務
やサテライトオフィスでリスク
の分散化や回避が可能となった
いま、あらためて考えるべきで
はないだろうか。

（3）ベネフィット、コストとリ
スクをふまえて、出社の意
義が大きい組織とは

ベネフィットからコストおよ
びリスクを差し引きして、いか
ほどの純ベネフィットが残ると

考えられるか、その結果として、
出社の意義が大きい組織と、出
社の意義が小さい、または、出
社のコストとリスクが上回って
マイナスとなる可能性のある組
織について考察した。

まず、トラブル対応や新事業、
新プロジェクトの立ち上げなど
の非平常時のオフィスワークを
行うには、密度と頻度の高い創
造と協議・交渉、調整が必要で、
コストとリスクを承知の上で、
出社する意義が勝るだろう。

次に、従来から「ワイガヤ」
や「セレンディピティ」などに
相当する創発・共創の文化があ
る組織なら、コロナ禍前から、
在宅勤務等のオンラインでも十
分な創発・共創が行える ITC シ
ステムを稼働

36

させているかも
しれない。とはいえ、オフィス
のワクワクする文化を十分に発
揮するため、出社する価値があ
るだろう。

同様に、心理的安全性が高く、
忌憚のないコミュニケーション
を行う風土がある組織では、出
社することで、更にその効果や
機能の向上が図れるだろう。

上述の事柄は、その組織に、
それぞれの特性が従来から備
わっていた場合にいえること
で、出社したからといって、あ
るいは出社を促すためのオフィ
ス環境整備や付加給付を行った
からといって、必ずしも実現さ
れるものではない。また、こう
した企業文化は、いったん破

36　日本マイクロソフト株式会社は、コ

ロナ禍前には、品川オフィスでの業務

を中心に「いつでも、どこでも」のコ

ミュニケーションやコラボレーション

を実践していたという。（https://www.

microsoft.com/ja-jp/biz/wsi#pri）

壊
37

されてしまった後では、回
復することが困難である。

徒弟制度の文化で、「習うよ
り見て慣れろ」の流儀で人材育
成を行ってきた組織では、対面
でなければ職務訓練が成り立ち
にくい。日常業務においても、
対面が前提とされている場合が
ある。同じく、業務マニュアル
等による可視化不足で、業務運
営が属人化したままの組織や業
務で、対面業務が必須である。
以上の組織や業務では、出社し
ないと業務が円滑に行えないた
め、消極的理由であるが、出社
の意義は大きい。

反対に、前述した特性が薄い
組織や業務、例えば営業や事務
を問わず一定の規律に基づいて
ルーティン業務を主に行う組織
や、着想の整理とアウトプット
など個人で集中して行うのが効
率的な業務では、出社の意義は
小さいまたは出社はマイナスと
思われる。先ほどの「3. ハー
ドウェアとしてのオフィスの
行方」との関係でいえば、在宅
勤務やサテライトオフィスなど
の制度を拡充して都心部等のオ
フィスを縮小することで、オ
フィスコストの節減や売却効果
を得ることが効率的と考えられ
る。

（4）出社を促すための、三つの
方法

従業員のオフィス出社を促す
ための解は三つ考えられる。出
社を促すためのオフィス環境整
備や付加給付は、本質的ではな

37　M&A 等によるガバナンスの変化や経

営者の交代、株主や借入先、監督官庁

などの外部利害関係者による、当該企

業文化を理解しない圧力や規律の緩み

が原因となる場合がある。
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く、本末転倒とも考えられるの
で本稿の対象とはしない

38

。また、
出社の意義があり活力あるもの
に企業文化を変革することは、
理想的だが実現が容易ではなく、
同じく対象としない。

出社を促す解の一つめは、オ
フィス＝住宅、すなわち在宅勤
務を基本とする考え方である。

「それが出社なのか？」と奇異
に思われた読者がいらっしゃる
と思うが、それも出社なのであ
る

39

。

二つめは、オフィスを住宅に
近づける、すなわち郊外の駅周
辺などでのサテライトオフィス
である。副次的なサテライトに
とどまらず、高賃料のニューヨー
クでは、従業員の居住地に企業
が移転

40

する状況があるようだ。

さもなければ、住宅をオフィ
スに近づけることが、三つめの
解である。すなわち、都心部の
オフィス周辺に居住できる額の
報酬や住宅貸与の現物給付を行
えば、出社が増える。既に上級
の役職員を対象に実施している
ことだが、これを拡大すれば出
社は増える、ということだ。

38　誤解のないように繰り返すと、出社す

ることの意義が大きい組織や業務にお

いては、オフィス環境の整備や、出社

に対する福利厚生その他の付加給付は

理に適っており、効果的と考える。

39　日本電信電話株式会社「リモートワークを

基本とする新たな働き方の導入について」

2022 年 6 月 24 日（https://group.ntt/jp/

newsrelease/2022/06/24/220624a.html）

40　ニューヨーク・タイムズ「ニューヨーク・

シティの企業は、従業員が住む場所にオ

フィスを開設している。 N.Y.C. Companies 

Are Opening Offices Where Their Workers 

Live: Brooklyn」（2022 年 5 月 30 日 ）

（https://www.nytimes.com/2022/05/30/

nyreg ion/nyc-manhat tan-brooklyn-

commute-offices.html）

5. データセンターと物流施
設の需要増加

最後に、潤沢な需要増加が見
込まれる二つの施設用途である
データセンターと物流施設につ
いて、動向を概観する。

在宅勤務の利用者の増加な
どに伴って、データ通信量が増
大する。また、将来的に動画
や VR など帯域幅の広いアプリ
ケーションのビジネス利用が進
むと、更にデータ量の増大が進
むと考えられる。

よって、データセンターの需
要が大幅に増加すると考えられ
ているが、2010 年から 2030
年の間にデータセンターで消
費 す る 電 力 量 は 14TWh か ら
90TWh に増加すると推計され
ていて [ 図表 20]、電力確保が
データセンターの供給制約の一
因となる可能性がある。

インターネットによる購買が
増大し、配送に関わる物流施設
の需要増加が続く見通しである
[ 図表 21]。物流施設ではピッ
キングや搬送業務などの自動
化・省力化が進められているが、
人手による加工業務で付加価値
向上を図る施設や自動化対応が
遅れた施設などは、労働者不足
の影響を少なからず受ける。

現在、トラックドライバーの
不足が顕著で、加えて、2024
年 4 月からドライバーの時間外
労働時間上限が 960 時間に制
限される（2024 年問題）。こ
のため、荷受け時間の短時間化
など物流施設側の負荷が高まる
可能性が指摘されており、自動
化等で対応しきれなければ、物
流施設の人的負担が強まる可能
性がある。
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図表 20 2018 年から 2030 年までに、
データセンターでの消費電力
が 6.4 倍に

データ出所：国立研究開発法人科学技術
振興機構 低炭素社会戦略セ
ンター「情報化社会の進展
がエネルギー消費に与える
影響（Vol.2）－データセン
ター消費エネルギーの現状
と将来予測および技術的課
題－」2021 年 2 月
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その他
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オムニチャンネル、EC化への対応強化
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従業員の就労環境、安全性の整備
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新規の物流拠点開設、面積・拠点数の増強

最も重視 二番目に重視 三番目に重視

物流施設のテナント企業が今後3年間に優先ないし重視する施策

図表 21 物流施設の賃借需要は今後 3
年間も旺盛

データ出所：シービーアールイー株式会
社「物流施設利用に関する
テナント調査 2022」（https://
www.cbre.co.jp/insights/
reports/ 物流施設利用に関
するテナント調査 -2022）
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